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〈書　評〉
野口祐子『デジタル時代の著作権』（ちくま新書，2010，286頁）
幡鎌　博『発明のコモンズ：サ ビースイノベ シーョンと　 
オープンイノベ シーョンを促進するための知的財産制度』 
 （創成社新書，2010，206頁）
山　本　順　一＊
　本学に赴任して３年目になる。立地もあって，移動には鉄道を使うことが多くなり，車中の
時間で睡眠不足を補うとともに，体裁も，多くは内容も軽い新書版の読書にあてるようになっ
た。最近，泉北高速鉄道，南海本線，新幹線などで‘読破’した新書版のなかから，標題に掲
げた２冊を取り上げ，書評を試みることにしたい。
１．知的財産制度の軋み
　書物の分量は別として，特許法や商標法にしても，著作権法にしても，現行制度をその条文
の構成にしたがって解説するようなスタイルをとるものが多い。そして，最近では，短期間の
うちに頻繁に版を改めている。制度自体が安定していないのである。なぜか。いわずと知れた
ことであるが，デジタル・ネットワーク社会の進行とそれにともなう産業と市民生活のあり方
が大きく変貌しつつあることが主要な要因のひとつである。
　野口弁護士の小著には，「序章　なぜ，今，著作権なのか」のところで「100年以上も前に決
めた法律の枠組みが古くなり，次第に今の社会で無理が生じているのに，これを変えずに維持
しなければならない，と決められているところ」に「著作権法の根本問題の一つ」があると述
べられている（p.16）。一方，ソフトウェア開発の現場から大学教員に転じられ，特許制度に
強い関心を寄せられている幡鎌氏は，欧州特許庁が2007年に公表した「未来のシナリオ」１）を
下敷きにし，またアメリカの民間団体である競争力委員会（Council on Competitiveness）が
2004年に公表した報告書Innovative America２）を引きながら，21世紀のアメリカにとってと同
様，この日本社会にとっても‘イノベーション’（変革）こそが大切だとの認識を示され，中
＊本学経営学部教授
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途半端な補助金政策よりも，イノベーションを背後から強力にプッシュする制度環境の整備を
主張される（「第１章　イノベーションと知的財産制度の未来」）。
　Innovative Americaではキーワードのひとつとして使われているが，取り上げたこれらふた
つの小著に共通して出てくる言葉が ‘生態系’である。手許にある『岩波国語辞典　第７版』
をのぞくと，「生物が（その地域で）集団として生き，ヒトを含む生物や環境と関係し合って
いる在り方を捉えた全体系」と説明されている。個々の構成要素の内部の動的平衡と外部環境
との複雑な相互作用をイメージしているものと思われる。変動やまない社会に囲繞された知的
財産制度全体が多様な諸力に揺すぶられ，知的財産制度のサブシステムである著作権制度とい
う‘地域森林’も複相林の実態をもち，スギやヒノキの単相一斉林とすることは望ましくなく，
特許制度についても破壊的イノベーションと改良発明であるインクレメンタルイノベーション
を促進する多相の制度設計が期待されているように思われる。小泉直樹『知的財産法入門』（岩
波新書，2010）を見ると，市民，初学者向けということもあって，全体の構成がテクノロジー
を対象とする特許法（特許権），ブランドを対象とする商標法（商標権）と不正競争防止法（著
名表示），デザインを対象とする意匠法（意匠権），エンタテインメントを対象とする著作権法
（著作権）と大胆で分かりやすい切り分けをされているが，いささか静態的な印象がぬぐえない。
２．悩ましく，面白い著作権制度
　「デジタル時代の著作権」でも，「状態空間が本質的に開かれていて，質的に新しい形質が
生み出されるようなダイナミクス」を意味する‘オープン・エンドな進化’が現代の著作権制
度には望ましいとの認識が示されている（pp.239-40）。もともと著作物の複製を許諾し，その
複製を大規模な市場に向けて販売し，投下資本を回収するというビジネス・モデルは，ベスト
セラー小説や商業的音楽を前提に制度化されたものであり，自分と趣味を同じくする近しい関
係にある人たちが味わえばよいとして作成，制作された市場の存在を意識しない音楽や写真，
ビデオは現実的に性格の異なるもののはずである。同じ言語の著作物においても，エンタテイ
ンメント系ではベストセラー小説とケータイ小説とは供給側の思惑も市場の規模，性質も異な
るであろうし，ましてや通常は極めて限られたマーケットしか存在せず，著作物の生産者と消
費者の立場の相互互換が当然の学術論文とは生態系を異にしている。学術論文を生産する研究
開発は，仮説駆動型から高性能のコンピュータの利活用を前提とするデータ駆動型へと変貌し，
事実とデータ，さらには既往研究成果を共有する方向に進んでいる（「第５章　科学の世界と
著作権」）。「日本では，米国が行ったようなエンタテインメント分野と科学分野の戦略的な差
別化や，同じ科学の成果でも，上流の基礎データの共有と，下流の応用研究の成果の独占とい
う使い分けをまったく導入しなかった」（p.181）との指摘は重い。
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　当初は‘印刷業者に対する産業規制法’（p.55）であった近代著作権制度は，コンテンツの
安易・迅速な複製，広範囲に増殖することを促進するデジタル・ネットワークの世界の浸透に
より，著作物の絶対量が増加し，現行法のもとでの権利が複雑化し，著作権法の適用対象を一
部の業界人から一般市民へ拡大した。著作権制度は‘業界法’から‘お茶の間法’に見事に変
質したわけである（p.80）。そういう意味では，「著作権法は，コンテンツが適正に市場で作られ，
流通するために重要な社会的なインフラ」（p.49）となった。「1990年代以降のインターネット
の時代となり，著作物を取り巻く力学が全く変わってしまった」（p.61）にもかかわらず，「著
作権法は今の社会状況・技術環境に合っておらず，いろいろな制度疲労を起こしてしまってい
る」（p.49）。このように著作権制度の歴史を振り返り，現代の課題を摘示しているのが，「第
２章　ゆらぐ著作権」である。
　「第３章　技術と法律のいたちごっこ」では，その終わりのほうに「私も弁護士として著作
権訴訟や特許訴訟をやっていますが，間接侵害の問題に限らず，著作権訴訟は，ほんとうに難
しい訴訟です。なぜかというと，結局，どちらにも転びうるようなことがたくさんあるからで
す」（p.124）と書かれている。‘カラオケ法理’としてよく知られるように，現実に著作物を
利用するのは顧客であるにもかかわらず，その利用行為を自らのビジネスに利用する業者を演
奏権や公衆送信権，複製権の享受主体とする考え方は，資本主義的合理性が存在するところか
ら定着したものと思われる。しかし，‘タイム・シフティング’という論理で正当化したソニ
ーのビデオ録画や海外居住者が日本国内で放送されたテレビ番組を録画視聴できるなど，その
ような著作物利用が享受できるようになった背景には関係技術の成長発展があり，権利者側が
著作権を強硬に主張するということは技術が可能とした便益を放棄させることになる。ウィニ
ー事件にも通じるところがある。業者を通じての海外在住者への日本のテレビ番組のインター
ネット転送については，2011（平成23）年１月18日，最高裁判所第三小法廷が地裁，高裁の判
断を覆し，違法と判示した。
　イノベーションを必要としている著作権制度の現状を維持し，情報メディアの多様化には対
応しつつ，過去のビジネス・モデルの一定程度の保存を画策する辣腕のアクターがアメリカ映
画産業だとされる。「第４章　ハリウッドが著作権の世界を動かす」は，この方面に暗いわた
しとしては多くを教えられた。ウォルト・ディズニー・プロダクションがミッキーマウスの著
作権を維持するために強力な政治工作を繰り広げてきたことは周知の事実であり，ハリウッド
がアメリカ国内政治に代弁者を育て，広汎にロビイング活動を展開していることはよく理解が
できる。しかし，俗に‘インターネット条約’とも呼ばれているWIPO著作権条約は，アメリ
カの‘国益’を守るためにアメリカ政府がベルヌ条約20条を足がかりに利害を共にする，日本
を含む先進諸国と共同戦線を張ったものと理解していたが，アメリカ政府はハリウッドの傀儡
にすぎず，ハリウッドは国際条約の締結を基盤に国内著作権政治に反転逆襲し，デジタル・ミ
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レニアム著作権法という果実を得たとの指摘にはいささか驚き，自分自身の無知を恥じること
になった。ハリウッドは「自分たちの利益を保護しようとして，法律のツールを見境なく振り
回した結果，従来のバランスを大きく崩してしまった」（p.153）といわれるのはその通りだと
思われるし，権利者側に弱腰の日本の著作権制度も程度の差こそあれ同じような傾向にあると
常々感じているところである。
　「第６章　柔軟な著作権制度へ」のところでは，2011年にも日本版フェア・ユースの導入が
なされると取りざたされているが，本家アメリカの連邦著作権法107条のフェア・ユース規定
をわかりやすく解説するとともに，現在ハーバード大学教授を務めるローレンス・レッシグ
（Lawrence Lessig）氏の創案によるクリエイティブ・コモンズが紹介されている。
　野口弁護士は，「著作権制度は，とても悩ましく，そして面白い法律」（p.18）と記している。
その悩ましさと面白さの分析は「終章　これからの著作権制度で考えること」にもあらわれて
いる。技術進歩がキンドルやｉPadを生み出し，４世紀以来の冊子体書籍一辺倒の読書スタイ
ルに変更を迫っている。文化の向上を目的とするはずの著作権制度の根底をなす創作者へのイ
ンセンティブも経済的利益だけではなさそうだということに眼をむけ，また広く市民に便益を
供給するはずの技術進歩と正面から向き合うときが来ており，著作権ビジネスモデルの解体・
再編をも示唆されているように思われる。野口弁護士の小著の紹介はひとまず終え，次に幡鎌
先生の著書に移りたい。
３．発明の制度の再検討
　幡鎌先生は，‘まえがき’にも記されているように，「発明の制度を抜本的に変えることを提
案」（p. ⅲ）されている。
　「特許制度がなくなる日が来る」という書き出しにはじまる，５ページ足らずの「第１章　
イノベーションと知的財産制度の未来」では，特許をめぐる国内外の現状と動きにふれ，本書
全体の構成について簡潔に述べられている。
　これも短い「第２章　イノベーション促進のための政策の問題点」においては，物的基盤の
うえで展開される商品・サービスの需要と供給で構成される市場メカニズムを中心におき，特
許をはじめとする知的財産制度を含む政策環境を包括する‘イノベーションのエコシステム’
を解説し，クラウドソーシングやマッシュアップなど，イノベーションはオープンの方向に動
いているとの認識が示されている。政府は，小手先の補助金政策を実施するよりも，産業構造
の変動につながる‘破壊的イノベーション’を演出しうる制度的プロイノベーション政策をと
るべきだとされる。
　「第３章　特許制度の根本的な問題点」では，より高度な経済活動へと導く手法のひとつと
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して独占的排他権とされた特許制度には，ヒトの生命の尊厳を経済行為に埋没させかねないゲ
ノム特許やエイズ治療薬特許，クロスライセンス戦略や特許権を投資の対象とするパテントト
ロールなどの問題があると指摘するとともに，ビジネス方法特許の沿革と現状について論じて
いる。
　「第４章　知的コモンズの考え方」においては，‘コモンズ’概念を確認し，野口著作権で
も論じられているレッシグ教授のクリエイティブ・コモンズ，そしてオープンソースを取り上
げている。
　「第５章　サービスイノベーションの可能性」と後続の「第６章　サービスの発明の保護と
共有」にはトータルで70頁，本書の３分の１を占めるボリュームが割かれ，日本経済の活性化
に資すると著者が信じる主要な関心の対象であるサービスの発明について，ヤマト運輸などの
企業，ソーシャルメディア・マーケティングなど，具体的な事例を踏まえて論じられ，サービ
ス関連発明の権利のあり方を考察している。現在のビジネス方法特許の審査基準では，自動化
されたところだけが特許化でき，人が介在する部分を含む構成は，特許では保護できない
（pp.  134-36）。しかるに，現実の革新的なビジネス・モデルでは，人間の動作や判断が入って
いる部分こそ大きな意味をもっている。
　実際に制度化になじむかどうかは別として，幡鎌氏はビジネス方法特許を彼なりに改良した
独創的なサービス関連の知的財産権を「第７章　元祖権」で提案されている。「サービスの発
明において，発明を独占させないで，先行者優位を強めることでインセンティブを支援する自
然権的な権利」（p. 92）を構想し，それを‘元祖権’と呼んでいる。インターネット上にリン
クを張ることを義務付けることにより，その先行者優位（first-mover advantage）を担保す
るものとしている。
４．両書を読んで
　著作権を取り扱った野口「デジタル時代の著作権」も，発明を取り扱った幡鎌「発明のコモ
ンズ」も，ローレンス・レッシグの説く，これまでの金銭的インセンティブにのみ突き動かさ
れるとした商業経済に加えて，これからは友情・愛情の交歓を基礎とする共有経済（sharing 
economy）とが混合するハイブリッド経済に移行するものとの楽観的見通しのうえに知的財産
制度を見通している。しかるに，現実を直視したとき，著作権制度の一番の悲劇は，メリット
とデメリットを比較衡量した，先を見通した実質的な改正に向かおうとしたとき，印刷時代に
世界の著作権制度のミニマムを定めたベルヌ条約の制約があるから不可能だ（p. 89），との野
口弁護士の指摘にはその通りと言わざるを得ない部分がある。コンテンツの囲い込みは資力の
ある人だけに豊かな表現活動を保障し，パテントトロールが発明の実施を牛耳る社会は不健全
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だと思われるが，現実の世の中はそういう危険な方向に進みつつあるようにも見える。世界に
おける知的資産の模倣，海賊版の収入が，マフィアや暴力団のような反社会的勢力の大きな資
金源とされるのも構造的に理解できるところである（野口p. 48）。
　このような現実に抵抗するドンキホーテのごとく，インターネットにアップロードされてい
るマルチメディア・デジタルコンテンツの自由なダウンロードとファイル共有の合法化を主張
し，特許の廃止を叫んでいる‘海賊党’は，世界38ヶ国以上で活動しているとのことである（幡
鎌pp. 26－27）。両書を読んで学ぶところはきわめて大きく，多くの人たちに推奨する次第で
はあるが，明るい出口が具体的に描けるわけではない。彼我の著作権制度の時代に見合ったも
のへの改善の作業において，声が大きいのは相変わらずの業界代表たちであるし，政治行政は
大局的に見るとそれに追随せざるを得ない。デジタル・ネットワークの進行が推進するソーシ
ャル・コラボレーションの担い手である庶民はわずかずつ果実を与えられても，ほかの行政分
野と同じように，大方は沈黙の大衆であることに変わりはない。
　最後に，わたしが知的財産制度に関心をもつようになり，少ないとはいえその分野に業績を
生産せざるを得なくなった半ば必然的な要因は，所蔵・提供する情報資料の大半が著作物であ
る図書館を直接の対象とする学問領域を専攻しているところにある。野口弁護士が日本の図書
館の人たちに向けて述べたくだりがあるので，そこを紹介してこの書評を締めくくることにし
たい。
　　 「日本の図書館というのは伝統的にあまり著作権に反対するイメージはないのですが，米
国の図書館協会は，お金を持っていない人たちに広くあまねく知識と情報へのアクセスを
保障するのが自分たちの社会的使命だという強い使命感をもっています。そこで，図書館
で本や音楽，映画を借りて楽しむ人たちの権利を最大限守ろうという観点で常に著作権政
策をウォッチしていて，権利者が少しでも著作権を拡大すると言うと，必ず反対します。
この人たちがタッグを組んで，ハリウッドが推し進める著作権の強化策に反対するように
なってきたのです。」（野口p. 132）
１）European Patent Office, Scenarios for the future: How might IP regimes evolve by 2025? What global 
legitimacy might such regimes have?, 2007.〈http://www.marcasepatentes.pt/files/collections/
pt_PT/1/178/EPO%20Scenarios%20For%20The%20Future.pdf?bcsi_scan_76177B99FFEB9FF3=0&bcsi_s
can_filename=EPO%20Scenarios%20For%20The%20Future.pdf〉
２）この報告書は作業の中心人物であったIBM社のSamuel J. Palmisanoにちなんで「パルミサーノレポート」
と呼ばれている。〈http://www.publicforuminstitute.org/nde/sources/NII_Final_Report.pdf〉
 （2010年12月22日受理）
